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経済学研究 50-2
北海道大学 2000.9

カントリーリスク評価のためのPoliticalRi法 Indexの構築(3) 

井上

1.分析のフレームワーク

1-1.カントリーリスクの評価

海外誼接投資・国際金融貸付・国擦証券投資

など，国墳を越えた資本取引が，趨勢的に拡大

している。それら資金が流れていく先(出資本

輸入国)における，政治・経済・社会・文化と

いった面でのそれぞれの状況は，関際資本取引

を担う企業や金融機関が本拠を置く自国(=資

本輪出菌)のそれらとは異なっているのが一般

的である。したがって，今日における経済・経

営のグローパル化の進展は，その担い手にとっ

て，国内での経済諸活動の際とは異なった経営

環境やリスクの評価・分析が，ますます重要と

なってきているだろうことを示唆している〔井

上， 6 ]。

カントリーリスク評価は，海外直接投資，思

際金融貨付，国際証券投資などの盟擦資本移動

の担い手が，その投資判断をなすに際して，考

慮しなければならない重要な経営情報の一つで

ある~カントリーリスク「評価」とは，一般

的には外国人財産の国有化などや対外債務に対

する返済条件の不履行などといった事象(口カ

ントリーリスク)の発生可能性ロ確率 (probω

ability)を指す。歴史的事実に鑑みれば，そ

れらリスクの発生は専ら開発途上国 (LDCs= 
Less Developed Countries)に集中しており，

カントリーリスク評価の中心対象は一般的に

1 )多留籍企業 (eg.，CONOCO. Union Carbid邑)
におけるカントリーリスク評価への異体的な試みに

関してのケーススタディーは， 例えば，

Stapenhurt [38:180同201Jを参照。

久志

LDCsであることが多い[井上， 3 ]。

1-2. カントリーリスクの現状

海外直接投資に欝わるカントリーリスクには，

企業の物的資産そのものに直接的に損害が及ぶ

国有化 (nationaliza tion)や収用(巴xpropriaω

tion)などがある。近年では，こうした投資受

入国政府による外国人財産の国有化や強制的収

用などの発生事例は減少している〔井上， 2 ]。

他方で企業の自由な事業活動を禁止・制限した

りするリスクが，相対的に増加してきている。

こうした「忍び寄る収用 (creepingexpropriati 

on)Jには，蓋別的重課税，現地労働者の雇用

義務，原材料などの現地調達義務，海外への利

益送金禁止などが含まれる。

国際金融関連のカントリーリスクは，他方，

主に借手国政府による対外債務に関する返済条

件の不履行といったものである。ただ，近年で

は借入国による対外債務の一方的返済拒絶など

の事例はほとんどみられなし、。むしろ，債権銀

行間との間の交渉を通じて， リスケ (reschedω

uling) ， 1)ファイナンス (refinance)，キャン

セレーション Ccancella tion)などといった形

での譲歩五貸し手銀行から引き出すことの方

が圧倒的に多い。

LDCs における外国企業の撤収などの件数は

70年代半ばにピークに達した後， 80年代後半に

はほぼ皆無となった。 80年.代半ばに勃発したメ

キシコ・ブラジルなど重積務国の債務不履行問

題も，ベーカー立プレイディ・プラン CBaker

= Brady Plan)などによる国擦的処理スキー

ムの定着で表面的には沈静化した。とはいえ，
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[表1.1] 政治リスクの発生状況
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政治リスクの発生状況 (1982-1992)[発生件数ベース]
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政治リスクの発生状況 (1982-1992)[匿・年単位ベース]#3 

合計

3

3

4

灯

火

υ
n
u
oム

1
i
Q
O
Q
U

9
3
9
2
3
m
 

反~府デモクーデター

0
2
0
7
2
U
 

0
8
8
6
2
H
H
 

3

6

2

3

8
公

革命

1
2
0
7
6
m
M
 

4
1
4
i
5
4
打
れ

暴動

8

0

6

5

8
氾

ー
ム
ハ
白
つ
G
Q
U
Q
d
V
L

ノマージ

U
7
1
6
3
m
 

致権危機

民
υ
1
i
3
3
ウ
s
q
υ
4
q

t
i
n，ム

r
t
t
i
n
d
n
v

ゲリラ鼠争

}

8

1

9

6
込

{
5
1
3
5
H
 

ゼネスト

6

6

9

9
市

お

1

2

1

1

 

務殺

q
u
d
4
 

1
4
9
a
η
t
p
O
A
9
0
0
 

国数

ハ
U

に
υ
t
i
d
a
A
ハ
υ

ハ
U

14ム
噌
44A41ム
ハ
ソ
白
ハ
ソ
ゐ

nxu

IB社会主義国
アジア

中近東+Jtアフリカ
アフワカ(サハラ以南)

中南米

合計

(設1)サンフリレ国については脚注自)を参照。

(注2)数値は当該政治イベント毎に，国・年を単位として(年間発生件数に関わりなく)換算。

動に関わるカントリーリスク評価が今Bにおい

て従前以上に重要となってきていることを意味

する Ceg.，Stapenhurt [38 : 179])。

1 -3. 政治ジスク CPolitical R isk)評価2l.3) 

カントワーリスクの研究というとき，近年で

2) Political Riskの定義(そのEconornicRiskある

いはCountryrisk/Political Instabilityとの関

連も含め)は論者によってまちまちである [Desta.

今日盟際資本移動が活発化する一方で，例えば

通貨・経済危機がアジア・中南米などで突発し，

またユーゴスラどアをはじめ地域紛争が世界中

に拡散するようになってきてもいる。後述する

分析に関連して言及すれば，別表のように政治

リスクの発生事例も近年決して減少していると

はいえない。とりわけ，海外車接投資や間際金

融貸付が集中するアジアや中南米地域において

は政治リスク発生の頻度が相対的に高くなって

いる(表1.1)。こうしたことは，国際資本移
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はその分析・研究の焦点が政治リスクに向けら

れる傾向にある〔井上， 4: 2 J。その理由は，
多々あげることが可能であるが， f7IJえば「経済
事象は政治事象に比べて進展が緩糧で， しかも

予想可能である。また，仮令その予測が間違っ

ていても，企業にとっては芳しくない結果をも

たらすのみである。他方政治事象の変化は企業

の存亡そのものに関わる問題であるj[Shubik， 

36:109Jという指摘に集約されよう。

政治 1)スクは，例えば外国との戦争などと閣

内における紛争などとに分けられる。うち国内

政治不安定は市民や官吏によって政権に向けら

れる集団的攻撃 (collectiveattacks) が主で

ある O また，民族紛争なども含まれる。近年，

ゲリラ活動や民族・宗教紛争といった政治不安

定が多発するようになったり。それらに関する

統計的実証研究からは，以下の諸点が窺い知れ

る[井上， 4 J。
宗教活動の自由， -文化の認知， f也民族

による脅威からの保護，などといった面での権

利が脅かされれば，く民族問の紛争 (commu-

18:xvi]。その点についての論議は，例えばBrewer

[13:3-7J， Monti叩BelkaouiRiahi-Belkaoui [31]. 
Siermann [37:27 -45J 1こなどに詳しL、。なお，本稿

では政治ワスク (PoliticalRisk)は政治不安定

(Political Instability)とほぼ悶義語として使用
しているo
3)JBRIの報念警は政治 I}スクについて，次のよう

に整理している[6Jo : (1)政治・社会の安定度

に関する項目:①内乱・暴動・革命が起きる危険性，

②政権(現体制)の安定度，③政権交代で「政策の継

続性」が保たれない可能性。 (2)経済の安定性と
成長のポテンシャル，①産業の成熟度，②経済活動

のゆがみ(インフレ，失業など);③財政政策の有

効性;④金融政策の有効性;③成長のポテンシャル，

⑥データの公表。 (3)対外関係の安定性と利払い

能力・①戦争の危険，②国際的信頼度，③国際収

支構造;③対外支払い能力;⑤外資政策，⑥為替政

策。 (4)総合評価(債務返済，投資の回収が不能

になるようなリスクの程度)。

4) Sullivan[39:138Jは，今回大半の civilwarのよう

なpoliticalconflictは本質的に ideologicalなも
のというより ethnicなものを背景としている， と

述べている。河様に Adelman[9 :52J参照。

nal conflict) >が発生する確率が高まる。また

マイノリティ集団にとって，一般の政治的権利

が侵害されれば， f7IJえばデモ・ストライキなど
のく政治的抗議行動 (protest)>がその地で発

生する確率が高まる。集団内のアイデンティティ

や結束度合いが強まり，加えて世代間の緊張が

まれば，く暴動 (riot)>発生の確率が高ま

る。さらに少数民族の吉治・独立権が侵害され

れば，過激な政治的示威行動であるテロ・ゲリ

ラ麗争などのく反乱 (rebellion)>が発生する

磯率が高まる。

以上のように共同体問紛争，政治的抗議，暴

動，反乱などのリスクは，それぞれ独自の嬰国

と，また異なった因果関係に由来している。し

かし，政治リスク評価が論じられるとき，それ

らの点は饗昧iこ，表層的に扱われる傾向がある。

また盟際ビジネスの担い手にとって政治リスク

とは，例えば革命・ゼネスト・ゲリラ闘争など

への漠然とした不安感に止まる傾向がある[井

上， 5 J。さらに実務者レベルにおいては「内乱・
暴動・革命の可能性j，r政権の安定性j，r政策
の継続性」などの(広義の)政治リスクは，多

くの場合ほぼ同義語的に捉えられている。加え

て付言すれば，相手国の行政・立法府の効率性

や民主主義の発屡度合いというより，政治 1)ス

クは，単純に，当該国が民政 (civilian re叩

gime)か箪政 (militaryregime)であるかが，

あるいは他の臨定観念(偏見)が碁準となって

評伍されているようである O

1 -4.分析のテーマ

カントリーリスク評価は本貿的に極めてプラ

グマティク (pragmatic)な側面をもっ。敢え

て言えばアカデミックな分野における研究が概

念的・叙述的なものに傾斜しているのに対し，

実務の世界ではリスク項目毎の(またそれらを

総合化したものの)数値化された(実践的・即効

的な)国毎の評価結果 (countryrisk rating) 

を求める傾向にある。両者の統合を如何に園

るかが今後の課題であるのはいうまでもなし、。
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以下では先ず，第一に政治リスク・イベント

の特徴とそれを評価軸にした各国毎の特識を整

理する。本稿では全体を通して9つの政治リス

ク・イベントを分析対象にしているが，統計的に

見てそれら(=政治ワスク・イベント)の簡のグ

ループ化・範鴎化が可能であるかを検討する。

同時に，サンフ。ルとなった各国間 (LDCs80ヶ

国)に，先の政治リスク・イベントの現れ方に

おいて，統計的な類似性がみられるかを検討す

る。第二に，それらリスクとそれぞれの国にお

ける社会文化的要因 (ecological factors) の

関連性を検討する 5)。カントリーリスク分析の

目的は，例えば政治リスク・イベントが現実に

発生する充分な以前に，そのリスクが実現する

可能性を確率として把握するという点にある。

そうした観点から，政治リスクの発生する社会・

経済・政治的背景とそのリスクとの関係を明確

にする。第三に，第一の，および第二の分析を

基本におきながら，実際のカントリーリスク評

価やその研究の問題点を，とりわけ経済発展過

程・段轄と政治リスクの関連性，殊にそれらの

線形的連関性の問題を中心に取り上げる。

1 -5.分析の共通デザイン

以下の分析で政治(的)リスク・イベントと

いうときには， (特記しない限り)筆者による

これまでの分析と同様に号暗殺，②ゼネスト，

③ゲリラ闘争，④政権危機，⑤パージ，骨暴

動，⑦革命，⑧反政府デモ，@クーデターの一

部，あるいはそれらの総体を示す 6)。これら変

5) Friedmann / K立n[20 68叩69Jは Conceptual

Frameworks for the Explanation of Political 

Risk C政治 1)スクの概念的枠組)として以下の 6

つに既存の研究を分類している。 ① The actor/ 

source approach; ② The relative deprivation 

approach; ③ The product / venture司typeap 

proach; ④ The structural approach; ⑤The 

b乱rgainingpower approach; ⑥ The govern叩

ment type approach。本研究はよ述の分析の分

類では①および②に蔵すると考えて良い。

6 )使用する各政治変数の概念・定義は以下の通り。①

数を選択する主たる盟由は，筆者による，ある

いはその他研究者による既存の分析との比較可

能性・連続性・整合性を確保しておくためであ

る7)[井上， 45J。

日本公社償研究所( JBRI)のカント 1)ー

リスク評価では政治 1)スク変数についての評儲

が項目別に行われているヘ例えば，筆者の本

「暗殺JCAssassinations) 政府高官あるいは政

治家に対する政治的意図による殺人あるいはその未

遂。②「ゼネラル・ストライキJCGeneral Strikes) 

:1，000人以上の産業・サーピス部門労働者によるス

トライキで，それらが複数企業におよび，さらにゆ

央政府の政策や権力に照準を合わせたもの。③「ゲ

1)ラ闘争JCGuerrilla Warfare) 現政権の転覆

を意図して，独立した市民のグルーフ。や非正規軍に

よって担われる武力活動，サボタージュ，あるいは

爆破。③f主要な政府危機 CMajorGovernment 

Crises) 現政権の転覆をもたらすような努威が急

激に高揚するような状態を指し. Cそのうち)何様

な転覆を目的とした革命的状況を除いたもの。⑤

「パージJCPurges) 政権内部あるいは反対勢力

のなかで政治的対立者を投獄や処刑によってシステ

マティクに排除すること。⑤「暴動JCRiots) 物

理的な力の行使を伴う100人以上の市民参加による

暴力的な示威行動や衝突 o ⑦「革命 J
CRevolutions) 不法なまた強制的な政府高官の

更迭，あるいはそうした試み，また成功・不成坊を

問わず武力による反逆で中央政府からの独立を意図

するもの。⑧「反政府デモJCAntトgovernment

Demonstrations) 少なくとも100人以上が参加

した平穏なる集会で，その主目的が政府の政策や権

力に対する反対を表現あるいは訴えることにあるも

の。ただし，明確な外国に対するデモを除いたもの。

⑨「クーデターJCCoups d'Eetat) 政府トップ

の超法規的なあるいは強制的な交代。未遂は含まれ

ず。

7) Gupta [21:200-201Jは PIQC =Political Insta 

bility Quotient)を以下の各変数の発生件数をベー

スに discriminantanalysisあるいはlogitanaly叩

SlSを笑行することによって作成している politi-

cal demonstration. riots. political strikes. 

deaths from political violence. assassinations. 

armed attack events. political巴xecutions.

co江戸 dもtatCdummy variable). unsuccessful 

coups d'etat Cdummy variable). government 

profile Cdemocracy= 0 ;otherwise= 1)， 

8) JBRIの主な政治リスク評価項目とその規定婆図は

下記の通り。C1) r政治社会の安定度に関する項ElJ
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テーマに関わるこれまでの分析[井上:5Jでは，

その JBRI・政治リスク変数として挙げられ

たうちの「内乱・暴動・革命の危険性」の項目

に賠準を合わせ詳細に検討・吟味してきた。それ

は，第一に，時変数がその他の政治リスク評価項

目(殊に.r政権の安定性J，I政策の継続性J)と

も強い相関関係にあることから，政治リスク評

価の擦の代表項目と捉えられうるからであった。

第二に，その評価の妥当性などを論じるために

はできるだけ客観性の高い変数・統計値で(近

似的にしろ)検証可能であることが望まれるか

らであり，伺変数はほぼその条件を満たしてい

るからであった。これらの理由から従来の筆者

の研究フレームワークのなかでは，主に「内乱・

暴動・革命の危換性」について検証されてきた

が，その際には上述の9つの政治 1)スク・イベ

ントが具体的に想定されてきた。本稿において

も，研究視康を，そこに罷くこととする O

分析の対象となる期間は，先の JBRIのカ

ント 1)ーリスク評価あるいは政治 1)スク評価に

ついての分析の擦と向様に， 1982年から1992年

の11年間とした。ただし，本稿の (4 1)の

分析では(専らデータのアヴェイラどリティの

①内部L・暴動・革命が起きる危倹性;a人種，民族，
宗教，イデオロギーの違いによる社会対立。 b社

会各層，地域開の所得分自己の格差。 c失業などの

雇用不安，税負担の不公平など生活の不平不満。

d.ゲリラ活動，テロ等反体制闘争。 e.EI EDの保障
等社会期Ijm:に対する婆求。 f腐詩文・汚職の菱廷。

②政権(現体制)の安定度 a.最高権力者の支持

母体，行政府等におけるリーダーシップ。 b.支持

母体，勢力の国民による支持。 c政権内(体制内)

での権力鶴争。 d強力な野党の圧力。 日大国の

介入。 f宗教団体，労組等特定団体の圧力。③政

権交代で「政策の継続性」が保たれない可能性:

a.政党問の政策主張の違いの大きさ。 bナショナ

リズムの台頭。 c極左，あるいは様右思想の伸張。

d.原理主義運動の拡大。 日大国の圧力増大。また，

(2) rr対外関係の安定性と支払い能力J ①戦争
の危倹a領土紛争，経済紛争が先鋭化。 b.イデ

オロギー，宗教，民族紛争の激化。 c.近鱗閣の政

情不安の波及。 d外国勢力に占領される恐れ。

e大@gの干渉。参考[6J

ゆえに)基本的に1987年の各国データをベース

とした。サンプルはく発展途上国〉およびく市

場経済移行関>の計80カ国である九これもこ

れまでの研究との関連で拡張性，比較役，整合

9) (1) 18社会主義民 [ALBJ : Albania; [BG RJ 

: Bulgaria; [CZEJ : Czech Republic; [EST] 

Estonia; [HUN] : Hungary; [LTU] 

Li誌thuania; [口l

[ROM日] : Rミomania; [RUS剖:Russian l 

Fe吋de釘ra必tlω王on(以上ι，1ω0ケ国)
( 2 )アジア [BGD] : Bangl且desh; [CHN] 

China; [HKG] : Hong Kong; [IDNJ 

Indonesia; [IND] : India; [KOR] : Kore仕

Rep. ; [LKA] : Sri Lanka; [MMRJ 

Myanmar ; [MYSJ : Malaysia ; [NPL] 

Nep乱1; [p AKJ : Pakistan; [PHL] 

Philippines; [PNGJ : Papua New Guinea; 

[SGP] : Singapor号 [THA] : Thailand (以上，

15ヶ国)

(3) ;jヒアフリカ+中近東 [ARE] : Unit自dAr且b

Emirates ; [DZA] : Algeria ; [EG y] 

Egypt-Arab Rep.; [IRNJ : Iran-Islamic Rep. 

[ISR] : Israel; [JOR] : Jordan; [MAR] 

Morocco; [OMN] : Oman; [SAUJ : S乱udi

Arabia; [SYR] : Syrian Arab Republic; 

[TじN] : Tunisia (以上， 11ヶ国)

(4)アフリカ(サハラ以南) [BENJ : Benin 

[BW A] : Botswana; [CIVJ : Cote d' 1 voire ; 

[CMR] : Cameroon; [COG] : Congo; 

[ETH] : Ethiopia; [GABJ : Gιbon; [GHA] 

。Ghana; [GINJ : Gui抗告丘; [KEN] : Kenya: 

[MLIJ : Mali ; [MOZ] : Mozambique ; 

[MUS] : Mauritius ; [MWI] : M且1丘Wl;

[NGA] : Nigeria; [SDN] : Sudan; [SEN] 

Senegal; [SLE] : Sierra Leone; [TGO] 

ぐfogo; [TZA] : Tanzania; [UGA] : Uganda 

[ZAR] : Zaire; [ZMB] : Zambia; [ZWE] 

白Zimbabw告(以上， 24ヶ国)

( 5 )中南米 [ARG] : Argentina; [BOL] 

Bolivia; [BRA] : Brazil ; [CHL] : Chile ; 

[COL] : Colombia ; [CRIJ : Costa Rica; 

[DOMJ : Dominican Republic: [ECU] 

Ecuador; [GTM] : Guatemala; [HNDJ 

Honduras; [JAM] 白 Jamaica; [MEX] 

Mexico; [NIC] : Nicaragua; [PAN] 

Panama; [PER] : Perリ; [PRY] : Paraguay 

[SLV] 忍1Salvador; [TTOJ : Trinidad and 

Tobago; [URY] ・じruguay; [VEN] 

Venezuela (以上， 20ヶ留)
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[表2.1l Type of Political Risks 

(出月号)Kenedy， Charles R. Jr. [27: 7 J 

性を維持させておくためである。経済・政治・

社会変数についてはInt巴rnationalMonetary 

Fund， W orld Bank， J B R 1， SUNYなどの

データによった。

2.政治ジスク要素の範鴎化

2 -1.政治リスク要素の範鶴化

Kennedyt立政治リスクの類型として，マクロ・

リスク (Macro risk) とミクロ・リスク

(Micro risk) とに分け， さらにそれぞれを

「法律超越的リスク (ExtraωLegal)Jと「法律

的・政府的リスク (Legal-Governmental)Jと

に分けて論じている。そしてマクロ・ワスク面

での前者の伊!として革命 (Revolution)， また

後者の例として投資法の改正などをあげてい

る。他方ミクロ・リスクについての前者の例と

してテロ (Terrorism)が，後者の例として特

定製品に対する費易規制などをあげている。し

たがって，本稿で分析対象とした国擦ビジネス

にとっての政治リスクは基本的には「法律超越

的リスクJtこ関わるものである 10) (表2.1)。

先述した分析デザインに基づいてクラスター

分析 (Cluster Analysis) を実行した。クラ

スタ一分析は，多数値の特性項目(変数)をもっ

た数多くの観樹対象について，それら項目の統

10) Political Riskについて， Stapenhurst [38 : 47-50] 

は，過去の研究を(1)“governmentinterferenc巴

with business operation"とするものと， (2) 

“occurrences of political nat江r告"あるいは“polit-

ical environment in general"のこつに分けて整理
している。本論文では， (2)，あるいは (2)から

(1)を除いた部分について主に取り扱う。先述し

たようにKennedy[27:7 Jの範鶴に従えば， Extra-

Legalな部分を主たる分析の対象としているo

計的特性に基づき“似ているもの"同士を集め

て分類・グループ化する，多変量解析手法

(multivariate statistical analysis)の一つで

ある〔水野， 針。ここでの分析においては，①

ゼネスト，政権危機，暴動，反政府デモ，②暗

殺，ゲリラ闘争，革命，クーデター，③パージ

のそれぞれの変数で組み合わされる三つのクールー

プに分けられた(表2.2)0 J B R 1の社会不安

定評価と政治イベントとの分析においても評価

者グループが念頭においているのは革命の可能

性，続いてゲ 1)ラ闘争，さらにゼネストなどで

あったが，他方パージは符号条件に一致しない

などといった状況にあった(表2.3)[井上，日。

分析結果はこうした評価者のリスク評価項目に

対する認識 (perception)の仕方を反映してい

るように判断される。

Haner [24 : 268J は， Political Risk評価の

分析フレームワークに関連して， frequency of 

demonstrations， violence， general strikes 

などを“SocietalConflict (=社会紛争)"と

して範鶴化し，また frequencyof non coル

stitutional changes， assassinations， guerilla 

warsなどを“PoliticalInstability (=政治不

安定)"としてニつに範鴎化している100 それぞ

れの政治因子が持つ数値的特性をベースにした

本稽でのクラスター化・範鴎化は， Hanerの叙

述的・観念的類型化を良くトレースしていると

いえよう 1九

また，広く知られているPSSI (Political 

11)計量化されたPolitical(Risk) lndexの問題点と

して，例えば発生頻度とその重大さ・深刻さを lin-

邑arな関係として捉えることが正当かどうか， など

の論議がある。例えばSiermann[37: 37J。

12)他に， Gupt乱[21:194JはPoliticallnstabilityの局

ffiiを次の様に整理している。 (A)V iolence against 
the regime (collective rebellion) ① Anomic 

VlOぬれce:Riots/Political demonstrations/Polit-

ical strikes;② Internal war: Deaths / Armed 

attacks / Assassinations . (B) Viol思nce by 

the regime : Political executions. (C) Violence 

within the regime (elite violence) : Coup d'etat 

/ Attempted Coup d'色tat
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〔表2.2] Principal Component Cluster Analysis 

Cluster Variation Proportion Second Inter-Cluster Correlations 

Cluster Members Variation Explained Explained Eigenvalue 

2 

3 

4 4.0000 2.4797 0.6199 0.8830 

4 4.0000 2.3236 0.5809 0.9862 

1.0000 1.0000 1.0000 

Tot且1variation explained出 5.803273Proportion =0.6448 

R-squared with 

Own Next l-R **2 

Variable Cluster Closest Ratio 

Cluasterl 

ゼネスト 0.63380 0.03680 0.3820 

政権危機 0.49520 0.05040 0.53150 

暴動 0.68730 0.05480 0.33080 

反政府デモ 0.66340 0.05000 0.35430 

Cluster2 

精殺 0.58400 0.08830 0.45630 

ゲリラ鶴争 0.82790 0.13080 0.19800 

革命 0.72610 0.01500 0.27790 

クーデター 0.18550 0.00490 0.81850 

Cluster3 

ノマージ 1.00000 0.01320 0.00000 

System Stability Index)の政治リスク評価で

は，①riots，②demonstrations，③govern-

ment crisesが共同して“(A)Public Unrest 

(=社会不安) Sub-index"を構成し， また①

armed attacks，②assassinations，③coups 

d'etat，③guerrilla warfare，によって“(B)

Internal violence (=国内動乱)Sub index" 

が構成されている目前ndel， 23: 108J。本稿

での分析結果は，また， こうした評価項目の構

成の仕方にも新たな正当性を付与したものと考

えられうる。

Cluster 2 3 

1.00000 0.27697 0.11473 

2 0.27697 1.00000 0.02345 

3 0.11473 0.02345 1.00000 

Cluster Structur巴

Clust日r 2 3 

暗殺 0.29717 0.76420 -0.10729 

セ、ネスト 0.79610 0.19181 0.11323 

ゲl}う爵争 0.36164 0.90987 0.06857 

政権危機 0.70373 0.22446 0.10599 

ノマージ 。.11473 0.02345 1.00000 
暴動 0.82904 0.23401 0.01196 

革命 0.12240 0.85219 0.05158 

反政府デモ 0.81449 0.22362 0.13488 

クーデタ--0.03925 0.43065 0.06997 

2 -2.政治リスクの各国別範鴎化

続いて1982年-1992年までの期間における各

国の政治的リスク・イベントのデータをベース

として，それぞれのサンプルとなった国々に対

して先の分析と同様にCluster Analysis を

実行した。それぞれの政治リスク・イベントの

発現の仕方，その頻度などをベースとして各サ

ンプル留の類型化・グループ化を試みるのが，

ここでの分析の目的である。その結果は次の様

である(表2.4)。

くCluster1 >:暴動が散発する程度で，殆ど

政治リスク・イベントの発生はない。くCluster

2>:反政府デモが頻発し， また暴動の発生が
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[表2.3J JBRI政治不安定インデックスと政治リスクイベントの密婦モデル

Dependent Variable: JBRI社会不安定

Parameter Standard T for HO: 
Variable Estimate Error Parameter= 0 Prob) i T I Mean Std Deviation 

Intercept 6.7832 。‘0991 68.418 0.0001 1.0000 0.0000 

暗殺 0.1128 0.2861 0.394 0.6936 0.1076 0.3104 

ゼ、ネスト -0.5860 0.2204 や2.659 0.0082 0.1898 0.3927 

ゲリラ劉争 -0.6389 0.2303 守2.774 0.0058 0.2210 0.4155 

政権危機 0.4986 0.2古95 1.665 0.0968 0.0793 0.2706 

ノマージ 0.2243 0.5108 0.439 0.6608 0.0227 0.1490 

暴動 0.4080 0.2031 2.009 0.0453 0.2380 0.4264 

革命 司1.5796 0.2537 -6.227 0.0001 0.1530 0.3605 

反政府デモ 0.4123 0.1965 -2.098 0.0367 0.3088 0.4626 

クーデター -0.6107 0.6033 -1.012 0.3122 0.0170 0.1294 

(JBRI lndexl 6.3054 1.6098 

R叩square 0.2614 F-Value 13.485 

Adj R-sq 0.2420 Prob>F む0001

[表2.4J Political Riskに基づく思別クラスター

[Cluster 1 J Papua New Guin邑a.Congo. Ghana. Tanzania 

[Cluster 2 J Alb乱nia.Czech Republic. Hungary. Poland. China. Korea伶Rep.Nepal. Philippines. Botsw丘na.

Malawi. Togo. Chile. Costa Ric且.Jamaica. Panama. Paraguay 

[Cluster 3] Colombia. El Salv且dor.Gu且temala.Honduras. Peru 

[Cluster 4] Syrian Arab Republic. Ethiopia. Mozambique. Uganda 

[Cluster 5] Romania. Russian Federation. India. Pakistan. Algeria. Egypt-Arab Rep. Israel. Jordan. Saudi 

Arabia. Tunisia. Benin. Cameroon. Core d' Ivoire. Gabon. Kenya. Mali、Senegal.Sierra Leone. 

Zaire. Zambia. Nicaragua. Venezuela 

[Cluster 6 J Indonesi札 Myanmar.Thailand. Morocco. Sudan 

[Cluster 7 J Mauritius. Nigeria 

[Cluster 8 J Bulgaria. Bangladesh. Argentina. Bolivia. Dominican Republic. Ecuador. Uruguay 

[Cluster 9 J Malaysia. Brazil. Mexico 

[ClusterlOJ United Arab Emirates. Trinidad and Tobago 

[ClusterllJ Sri Lanka. lran-Islamic Rep. Zimbabw巴

[Cluster12J Estonia. Latvia. Lithuania. Hong Kong. Singapore. Oman 

多く見られる。くCluster3 >ノfージ，暴動，

クーデターは比較的少ないが，暗殺，ゼネスト，

ゲリラ龍争，政権危機，革命，反政府デモなど

広範菌に政治リスク・イベントが頻発している。

くCluster4 >:政治リスク・イベントの発生は，

主に，ゲリラ闘争，革命にほぼ集中している。

くCluster5 >:暗殺，ゼネスト，ゲ 1)ラ闘争の多

発したインドなどを含むが，政治リスク・イベン
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トの発生は主に，暴動や皮政府デモに集中して

みられる点が共通している。くCluster6 >: 

政治リスク・イベントの発生が主に，暴動や反

政府デモに集中してみられる点はくCluster

5>と荷様であるが，それらに加えゲリラ闘争，
革命の発生も併せてみられる。くCluster

7>:政権危機，反政府デモがこのClusterの特

徴となっている。くCluster8 >:ゼ、ネスト，政

権危機，反政府デモ，暴動が共通した政治リス

ク・イベントとして発生している。くCluster

9>:サンプル国に共通するのは，反政府デモ

であるが，暗殺，ゼネスト，暴動なども見られ

る。くCluster10>:革命，政権危機がサンフ。ル

国iこ共通する。ただし，その他の政治リスク・

イベントの発生は殆ど見られなL、。くCluster

11>:共通するのは暗殺，ゲリラ関争，パージ，

暴動，反政府デモである。くCluster12>:何ら

の政治リスク・イベントも発生しなかった。

サンフロルは全部で80ヶ国。 うち 6ヶ閣にお

いては推計期間中には何の政治リスク・イベン

トも発生しなかった。含まれるサンフ。ル数の多

いClusterをあげると，くCluster5 >が22ヶ器，

くCluster2 >が16ヶ国， くCluster8 >が 7ヶ

国といった状況であった。くCluster1 >は

Papua New Guineaを総いて，またくCluster

4>もシリアを除いて，アフリカ(サハラ以南)

諸盟で構成されている。またくCluster3 >の

全て，またブルガ 1)アおよびパングラディシュ

を除いたくCluster8 >は中南米諸冨によって

占められている。

地域を視sleにおいて， さらに検討すると以下

のような点が知られる。東欧を中心としたi自社

会主義霞(有効サンプル全 7ヶ国)はくClus“

ter2 >に4ヶ国，くCluster5 >に 2ヶ国含ま

れる。アジア(有効サンプル全 13ヶ国)は

くCluster2 >に4ヶ国， くCluster6 >に 3ヶ

国含まれる。北アフリカ・中近東(有効サン

プル全10ヶ器)はくCluster5 >に過半数の 6

ヶ国が属している。アフリカ(サハラ以南)

(有効サンプル全24ヶ国)は，くCluster5 >に

10ヶ国，くCluster1 >に4ヶ国，くCluster2 > 

に3ヶ国が属している。中南米諸国(有効サン

プル全20ヶ霞)においては，くCluster2 >， 

くCluster3 >，くCluster5 >にそれぞれ 5ヶ

盟づ、つが分布している。

2 -3.要約

九つの政治リスク・イベントをClusterAnal同

yS1Sによって分析すると， Public Unrest/ 

Social Conflictと InternalViolence/Political 

Instabili ty とにほぼ明確に分かれた。盟擦ビ

ジネスの摺い手にとっては，それぞれが深刻な

リスク鴎子であるが， J B R Iのカントリー 1)

スク評価についての分析結果などを諮まえて言

えば[井上， 5]，国擦ビジネスの担い手にあっ

ては後者の方のリスク局面に主たる関心がおか

れているようである。この点を認識すれば，本

分析における国毎のClusterではくCluster3>，

くCluster4 >，くCluster6>等に含まれる菌々

が，政治リスクの発生についての属探ビジネス

の関心を引く，分析の中心対象となることとな

る。そしてそれぞれのClusterはそれぞれ特定

の地域あるいは地政学的背景とも関連しており，

国際ビジネスの展開に関わる政治リスクの評価

を実行する擦には，それらの点を考麗しておく

必要があるといえよう。

3.政治リスクの原因・背策

3 1 -1.政治リスクの原菌・背景

政治リスクとして上述したような「反政府デ

モ」や「暴動Jなどを論述している場合の多く
は，国際経営にとってのリスクの具体的発現形

態であるexpropriationなどの牒因 (causes)

としての政治リスクを論議しているということ

である。また「盟家権力の抑制力Jや，また「議

会の効率性Jあるいは「民主主義の成熟度」な
どを論議しているときの多くの場合は，先の政

治リスクの原因に対する抑制力といったいわば

(広義の)政治制度 (political insti tu tion)を
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論じているわけである。さらに，冨際どジネス

に関わるリスクに関連してマイノ')ティの存在

や識字率などを問題にするときの多くは，一般

的に原臨としての政治')スクの更なる背景

(political background) としての政治リスク

を論じていているということである[井上， 5J。

カントリーリスク評価あるいは政治リスク評

価が予鰯性をその基本要素として持っていると

いうことは，特定化された政治的事象が起こる

究極の原因・背景，あるいはその予兆(口Symp-

tom[Haner， 25:20])を的確に把撮する必要

性があることを意味する問。その分析にあたっ

つては， しかしながら， Adji=Ahn=Holsey口

Willett[10Jの言うように政治・経済変数は明

確にlR分できないところから，政治・経済・文

化その他の要関が総体，すなわち社会の動態的

システムとして，研究・分析の視野に置かれる

ことになってくる(同様にeg.，Myrdal [33: 2J )。

そのような視点に立臆すれば政治学の分野だけ

ではなく，例えばMuller[32JやCoppedge[15J ， 

Barro [12J， Brunetti口4J，Siermann [37Jの研
究のように，経済発麗と民主主義など政治シス

テムの発麗などの関連性を扱った経済学の研究

領域との関連が強まってくる。

カントリーリスクあるいは政治リスク分析に

おけるリスクとは，将来において国際ビジネス

活動にネガティブに作用するかもしれないPか

li tical even tsの発生可能性=確率であるとい

うことである。そうした原点に由帰して述べれ

ば，カントリーリスクの研究あるいは政治リス

クの研究とは，原因・背景となる政治的な不安

定性をも含めて体系的に，そして基本的には数

量的に分析・把握されなければならないという

13) Tellis / Szayna / W羽田feldは [41:仏18]， じS
Army intelligence analystsのために脅かれた文
献のなかで， ethnic confhctを予泌する過程とし
て次き、の3段階iこ分けているo"STAGE 1 :the po-
tential for strife"， "STAGE 2 :transforming 
potential strife into likely strife"， "STAGE 3 : 
Strategic bargaining: from hkely to actual 
strife 

ことになる[Desta，18: 6 -7J。

3 -1 2.変数の選択・分析方法

ここでは社会，政治，経済の発展度合(成熟

度合)を分析のための変数として選択した。

Gupta[21， 227Jは経済的・社会的・政治的な要

因が政治的対立の火種をつくったり，政治不安

定の水準に影響を及ぼしたりするが，逆にそれ

ら全体はまた経済の発展にも影響を及ぼすと述

べている。また， Monti-Belkaoui et al. [31]は，

Political Risk評価のために特別に配慮してお

かなければならないLDCsの国内的関題/政策

として①Growth，Poverty， and Income Dis屯

tribution; ②Unemployment; ③Population 

Growth;④Education;⑤Agricultural Trans司

formation and Rural Developmentをあげて

いる。

本稿では都市化の程度を見るために，例えは

都市人口培加率， (全国)人口増加率，都市部

人口比率，人口密度なと、について予め検討され

た。最終的に都市人口増加率を分析の対象とし

て採択したが，これは統計的な理由，データの

アベイラビリティなど，あるいはその佑の文献

での採択状況などを総合的に勘案して決定した

(表3.1)。他の変数の選択基準も同様な手続き

でおこなった。健康・保健・衛生状況を表す指

標についても検討を試みたが，サンプル・デー

タ数が少なく，詳細な分析のための対象からは

最終的に除外した。

分析方法としては，上述した社会，政治，経

済の発展度合(成熟度合)を表象する変数につ

いて，革命，暴動など9つの政治不安定イベン

トがく発生したクソレープ>とく発生しなかった

クソレープ>との簡の，それぞれの平均値，標準

偏差値等をはじめ二群の統計的検定によった。

3 -2 1.政治リスクの背景に関する統計的

検証①

①一人当りテレビ保有台数に代表されるメデ‘イ

アの発達が政治')スクに及ぼす関保は二律背反
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[表3.1] 相関関係:Ecological Factors 

Factor Selected variable Related variable(a) Rel弘edvariable(b) Related variable(c) Related variable(d) 

Urbanization 

Media 

Education 

Health 

Agriculture 

都市部人口増加率

1.00000 
0.0000 
821 

一人当り TV
1.00000 
0.0000 
759 

人口増加議

0.7612 
0.0001 
821 

一人当り新聞

0.79360 
0.0001 
288 

入学率(中学校) 入学率(小学校)

1.00000 0.61258 
0.0000 0.0001 
611 595 

都市部人口比率

也0.56005
0‘0001 
821 

一人当り電話

0.5781 
0.0001 
641 

人口密度 一人当り GNP($) 
-0.24145 也0.11078
0.0001 0.0021 
748 770 

一人当りラジオ ー人当り GNP($) 
0.38670 0.36308 
0.0001 0.0001 
758 702 

文富率 一人当り GNP($) 
司0.69774 0.36719 
0.0001 0.0∞I 
119 581 

人口/医者 平均寿命 乳幼克死亡率 (per10∞) 栄養失調(%) 一人当り GNP($) 
1.00000 
0.0000 
198 

-0.80808 0.77223 0.35087 -0.26907 
0.0001 0.0001 0.1ω4 0.0002 
~ w ~ w 

食料生産変化率 穀物輸入 (MT) 一人当り穀物輸入農業シェア (ofGDP)一人当り GNP($) 
1. 00000 0.09779 0目。7443 -0.03929 0.09706 
0.0000 0.0058 0.0360 0.2845 0.0077 
803 794 794 744 752 

Price+ Energy(1)消費者物価上昇率通貨供給量変化本エネルギ一変化事 エネルギー消費量p.a 一人当りGNP($) 
1. 00000 0.98561 儒0.06115 -0.04272 叩0.03776
0.0000 0.0001 0.1152 0.2713 0.3425 
665 418 665 665 634 

Price十Energy(2)エネルギ一変化率エネルギー消費議p.a. 通貨供給議変化率消費者物価上昇率一人当り GNP($) 
1. 00000 0.08553 梯0.07806 -0.06115 0.11652 
0.0000 0.0139 0.0815 0.1152 0.0011 
827 827 499 665 776 

Money&Finance 財政収支・GDP比率 政府議入・GDP比率 通貨供給量変化事一人当りGNP($) 
1.00000 0.70911 -0.33009 0.09925 
0.0000 0.0001 0.0001 0.0385 
572 570 377 550 

Economic Str百cture(J) 一人当りGNP($) 国内総貯蓄 (01GDP) GDP (長期)成長率 関内総生産成長率(%) GDP per偲pita(% grw) 
1.00000 0.47959 0.11168 -0.04162 0.03089 
0.0000 0.0001 0.002 0.2556 0.4407 
793 733 762 748 625 

Economic Str司.cture(2) 国内総生産成長率(%) GDP pぽ capita(%grw) GDP (長怒)成長率 国内総投資 (01GDP)一人当りGNP($) 
1.00000 0.26052 0.24094 0.18401 -0.04162 
0.0000 0.0001 0.0001 0.0001 0.2556 
812 625 764 771 748 

Economic Structure(3) GDP長綴かち"離緩 国内総生産成長率(%) GDP (長期)成長率 GDP per capita(%grw)一人当りGNP($) 
1. 00000 0.84586 情0.33071 0.18393 -0.06533 
0.0000 0.0001 0.0001 0.0001 0.0717 
ω6 764 806 617 761 

(注)上段correlationcoeficient (between the “selected variable" and variable in each column) 
中段:t-valu己下段:numb日rof sample 
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f 済経52(232) 

政治リスクの宵景に関する統計的検証[~3. 1l 
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生したサンフ。ル〉についてのそれぞれの平均値

が，そうでない(く発生しなかった>)サン

プルのそれらよりも高かった。ゲリラ闘争，

命，クーデタにおいては，逆に，それらリスク

がく発生したサンプル>群の方が一人当りテレ

ビ保有台数の平均値が顕著に低いことが窺い知

れた。(図3.1.1)

②中学校入学率は，革命，パージ以外の変数，

すなわち，暗殺，ゼネスト，ゲリラ闘争，政権

危機，暴動，反政府デモ，クーデターに対して

的なものである。 Randall[35: 123Jはメディア

が，特にテレどが，地域的・社会的枠組を越え

での文化交流を加速化し，結果として伝統文化・

価値観の崩壊を招く面を指摘している。また，

他方でより均一的で統合的な文化を再構築して

いく可能性があることも指摘している O 本分析

においては，一人当りテレビ保有台数は靖殺，

ノfージ，暴動といった変数に対して統計的に有

意ではなかった。ゼネスト，政権危機，反政府

デモにおいては，それら政治不安定因子のく発
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統計的に有意 Csignificantatく0.05level) 

であった。 Kennedy[27: 78J，によれば， i教育

などの普及は，一方で政治システムや政治参加

への要求を高めることになる一方で，こうした

要求や制度化に対応するシステムの能力を高め

るJと理解されている。クーデターは，それが

く発生したサンプル>とく発生しなかったサ

ンプル>との間で，悶変数の平均値において相

対的に大きな格差がみられた。またゲリラ闘争

においてもそれらの間に期待した格差が見られ

た。ただしそれ以外の変数は，統計的に有意で

あっても，予め期待されたのとは違って，それ

ら政治不安定のく生起したサンプル>の方がそ

の平均備において高かった。 C~3. 1. 2)

③GDP成長率に関連して，暗殺，ゲリラ関

争，パージ，暴動，反政府デそなど多くの政治

不安定因子について統計的な有意性が確認でき

なかった。 Brun日tti日記はここで掲げた(ほぼ

類似の)政治不安定国子のそれぞれを説明変数

に，averagegrowth rate of per capita GDP 

を従属変数にした多変量回帰分析を試みてし唱。

符号条件や統計的な有意性・強靭性 Crobust-

ness)を勘案すれば， revolution C革命)だけ

が， economic development ~こ重要な影響を

及ぼすものと結論している。向じ分析のフレ

ームワークのなかで、democracyCindex) は，
経済発展には重要な関連性を持たないもの

と結論されている。ここでの分析における

残りの変数，すなわちゼネスト，政権危機，革

命，クーデターにおいてそれらリスクがく発

生したサンフ。ル>の平均値は，それがく発生し

なかったサンプル>よりは予想、の通り相対的に

低水準であった。とりわけクーデターのケース

では，それがく発生しなかったサンプル>の

GDP成長率の平均値が， 2.7%であるのに対

し，それがく発生したサンプル>の平均績はマ

イナス3.5%と大きな格差が見られた。(図3.1.3)

昏経済成長率の長期成長トレンドからの零離

をみてみた。そこでは，政権の危機およびクー

デターを除く，その他の変数では政治リスクが

く発生したサンプル>と，それらがく発生しな

かったサンフ。ル>の閣の相違について，統計的

な有意は見られなかった。それに対し政権危機

が発生したケースでは， マイナス1.6%，また

クーデターの発生したケースではマイナス5.8

%であり，平均値で見て足元の経済成長率が長

期の(トレンドとしての)経済成長率を下回っ

ていることが確認された。すなわち長期の経済

成長のトレンドから短期的に経済が大きく下方

に振れた場合に，政権危機やクーデターが発生

し易いということである(図3.1.4)。

⑤一人当り GDPのレベルについては，分析

対象となった政治リスク・イベント変数(口因

子)のうち，政権危機およびパージにおいては，

それらリスクがく発生したサンプル>とく発生

しなかったサンプル>との間に統計的に明確な

差異が見出せなかった。その他の変数について

は，統計的に有意であった。そのうち政治リス

クのく発生したサンプル>の平均値をみると，

クーデターがUS$614，ゲリラ関争が $923，

革命が$1135，暗殺が$1287であった。ゼネス

ト C$1549)，暴動 C$1560)，反政府デモ

C $1570)はそれぞれ1500ドル台であった。加

えてパージのく発生したサンプル>の平均値は

$1594，政権危機はまた$1995と相対的に高水

準であった。一人当り GDPの上昇は富民の生

活水準や購買力の上昇を意味するものである

[Desta， 19 :33J [Adji = Ahn = Hosley= Willett， 

10: 131]。しかし他方で，例えばSullivan[39J

のいうように， iC一人当り GDPのレベルは〉

冨民の経済的豊かさを表すものとして研究にお

いて広範囲に使用される尺震であるが，富民に

公正に分配されているかどうかは反映していな

いJという語も持ち合わせており，その扱いに

おいて配慮しておく必要がある(この点につい

ての分析は次章を参照)0C図3.1.5)

⑥デモクラシーの発麗度合との関連で見れ

ば14).15) 暴動や革命においては，それらがく発

14) Democracy Indicatorsの構築に関するレビューと
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生したサンプノレ〉とく発生しなかったサンプ

ル〉との間に統計的な差異は確認できなかった。

また，暗殺，ゼネスト，ゲリラ闘争，政権危機，

暴動，反政府デモにおいては，それらリスクが

く発生したサンフ。ル>の平均債の方が，く発生

しなかったサンプル>のそれらよりは高水準で

あった。ただ，クーデターとノfージだけが，そ

れらがく発生したサンプル>の平均値で見たデ

モクラシーの発展度合がく発生しなかったサン

プル>のそれに比べて，遅れている口未発達で

あることが窺い知られた。(菌3.1.6)

⑦食料生産変化率，消費者物価変化率，エネ

ルギ一変化率，財政収支の対GDP比率などの

変数は概ね以下の点を除いて，統計的に有意で

はないか，符号条件が期待されたとおりではな

かった。ゼネストのケースでは，それがく起こっ

たサンプル〉の消費者物価の平均績は375%で

あるのに対し，く起こらなかったサンプル>の

平均は86%であった。統計的に 5%水準で有意

であった。また，ゲリラ闘争において，それが

く起こったサンフりレ>の財政収支の対GDP比

率の平均績はマイナス5.7%であったが，く起

こらなかったサンプル〉のその平均撞はマイナ

ス3.5%であり， 1%水準で統計的に有意であっ

た。 Gasiorowskiの実証研究に拠れば，騒乱

(unrest)やクーデターなどと経済成長率やイ

しては， Brunetti[14: 38-40Jあるいは忠告rmann

[37:14-27Jに詳しい。なお，本穏でのDemocracy

IndexはBalkan[11 :85-86Jに倣い，次式によったo

Political Participation Component {Ex告cutlVe

Compon芭nt(= Effective Exec立tive)十{Legisla“

tive Component (= 1 + Legislative Selection 
* Legislative Effectiveness * Competitiveness 
of the Nomination Procedure))) + Political 
Competitiveness Compon巴nt (= Party Legiti-

macyトPartyCompetitiveness)岨(井上[5J参照〉

15) Torn司U1stは社会経済および文化の moderniza-

tionの結果として politicalsystem は発君主すると

述べているが[42:51]， political development. 

political democracy， political modernization 

などの概念などが必ずしも論じる者によって統一さ

れていない点を指摘している[42:123J。

ンフレ率との相関関係は確認されるが，それぞ

れの因果関療については必ずしも明確ではなかっ

たと述べている [21]。

3 -2 2.政治リスクの背景に関する統計的

検証②

以上の分析を以下では政治リスク・イベント

を観察の主体として改めて，政治リスクの背景

を検証する。

①培殺 (Assassination) については，中学

校への入学比率も比較的高く，デモクラシーの

程度も比較的に進麗している状況下で発生して

いる。暗殺がく発生したサンプル〉の一人当り

富民所得水準の平均は1287ドルで， クーデター

やゲリラ闘争の発生するサンフ。ルの平均値より

は相対的に高い。一人当り国民所得水準以外の

経済変数および社会・政治変数は，暗殺がく発

生したサンプル〉とそれがく発生しなかったサ

ンプル>との時グループをi竣別するには統計的

に有意性を持たなかった。

②ゼネスト (GeneralStrikes) の発生は，

中学校への入学率が相対的に高いとか，一人当

りのテレビ普及率が高いというように，社会文

化的な面で比較的進麗がみられる状況下で発生

している。また政治的にも，デモクラシーが進

展している状況のもとでゼネストが発生してい

る。一人当り国民所得水準は1549ドルであり，

それがく発生しなかったサンプル>の平均1997

ドルを下回るが，その他の政治リスク・イベン

トが発生している状況に比べると決して低水準

であるわけではない。このゼネストのく発生し

たサンフ。ル〉の経済成長率の平均は1.6%であ

り，それがく発生しなかったサンプル〉の平均

値2.9%を下回っている。他方で，消費者物価

変化率がく発生しなかったサンフ。ル〉の平均値

が85.6%であるのに対して，く発生したサンプ

ル〉のそれは375%と著しく高いことが窺われ

た。政治システムがある程震発達し，経済発展

もそこそこの状況下で，政策のミスマネジメン

ト， (鴎示はしていないが)食料生産の鈍化，
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エネルギー事情の悪化，などを背景にしたイン

フレの昂進(=実費個人消費の低迷)が，ゼネ

ストの発生をもたらす一般的な背景になってい

るように窺い知れる。

③ゲリラ闘争 (GuerrillaWarfare)におい

ては，それがく発生したサンフ。ノレ>におけるデ

モクラシーの進展度は，く発生しなかったサン

プル>のそれと比べて高くなっている。それ

でも暗殺，ゼネスト，政権危機のく発生したサ

ンプル>のそれに比べると相対的に低水準であ

る。中学校入学率や一人当りテレピ保有台数で

見た社会文化の成熟度が相対的に低く，また一

人当りGDPで見た経済的発展度も棺対的に後

進的であるという状況のもとで，さらに財政収

支の対GDP比率の悪化の程度の深刻さが見ら

れる状況のもとで， このゲリラ鵠争が生起し易

いといえよう。

④政権危機 (GovernmentCrises)のケース

においては，それがく発生したサンプル〉の一

人当りのGDP水準の平均値は1995ドルである

のに対L，それがく発生しなかったサンプル>

の平均は1911ドルとなっている。この変数(=

一人当りGDP)はく発生したサンプル>とく

発生しなかったサンプル>を峻別するのに統計

的な有意性が確認できなかった。また，く発生

したサンプル>におけるデモクラシーの成熟度

合も，相対的に高水準である。こうしたなかで，

経済の成長率が抵下し，それも経済成長率の長

期トレンドから大きく下方に恭離している状況

のもとで，政権危機が発生する確率が高まると

推測される。経済成長率や成長率の長期トレン

ドとの講離といった変数が，統計的に有意であっ

た。

⑤パージ (Purge)については， この分析の

統計的な検証枠組みの中では明確な推論が困難

であった。社会文化的にも比較的成熟し，経済

成長率などで見た経済状況，また消費者物価上

昇率で見た経済の管理能力なども，むしろパー

ジがく発生したサンプル>のそれらの方が逆の

ケースよりは相対的に良好でさえある。ただし，

く発生したサンプル〉はデモクラシーの成熟度

でみれば，極めて後進的であることが知られる。

これは5%の水準で統計的に有意であった。ま

た，ここで取り上げた政治リスク因子のなかで

はこの変数(口パージ)とクーデターだけが，

それらのく発生したサンプル〉においてデモク

ラシーの成熟度が後進的であった。大胆に推論

すればパージについてはこの分析で取り扱われ

ない，とりわけ政治システム内部の要菌による

ことが圧倒的に大きく，また政治システムの成

熟産と経済社会の成熟度のミスマッチによって

生起すると推論される。本分析のなかではi自社

会主義国のサンフ勺レにおいて相対的に多くその

事例が見られた。

⑥暴動 (Riots)については，それがく発生

したサンプル>とく発生しなかったサンプル〉

とのこつのクツレープを峻別するのに，統計的に

有意であった変数は，中学校入学率，そして一

人当りGDPの水準だけであった。ただし前者

はゲリラ関争とのその関連性とは異なり，く発

生したサンプル〉の中学校入学率の方が，く発

生しなかったサンフ勺レ〉の数値を上回っていた。

さらに後者においても，暴動がく発生したグルー

プ>の一人当りGDPの水準はく発生しなかっ

たク自ループ>に比べて低水準であるものの，そ

の他の政治リスク・イベントがく発生したグルー

プ>のその水準に比較して顕著に高くもなく低

くもない中関的な水準であった。こうしたこと

からすれば，暴動の事例に顕著な特徴はみらず，

数えて言えば暴動はその背景に多様性をもっと

いうことになろう。図示はしていないがそのイ也

都市部人口増加率も再グループをi峻別するのに

統計的に有意であった。

⑦革命 (Revolution)については，それが

く発生したクツレープ>とく発生しなかったグルー

プ>を酸別するのに統計的に有意であった変数

は一人当りテレビの保有台数，一人当りGDP，

それにGDP成長率であった。その他食料生産

変化率も統計的に有意であった。一般的に言え

ば，経済発援の極めて初期の状況にあり，また
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社会文化的にもそれが未成熟に近い状抗のもと

で革命が起こり易いといえる。 GDP経済成長

率も，それがく起こらなかったサンプル〉の平

均が3.0%であるのに対し，それがく起こった

サンプル>の平均は1.4%と低い。さらにデモ

クラシーの発達度合は，それがく起こらなかっ

たサンフ。ル>に比べると後進的であった。

⑧反政府デモ (Anti同GovernmentDemon-

stration)は，デモクラシーの発達度合で見て

比較的政治的には成熟してきており，また中学

校への入学寮やテレビの普及率などでみても社

会的にある程度近代化してきている状況下で，

より発生し易くなっていることが窺われる。長

期および器期の経済成長率は，さらに消費者物

価上昇率は，く発生したグループ>とく発生し

なかったクツレープ〉との間にそれほど際立った

格差は見られなかった。ただ，財政収支の対

GDP比率はく発生したクソレープ〉の平均値が

マイナス4.3%であり，他方く発生しなかったグ

ループ>の平均値はマイナス3.9で，統計的に

は約5%水準で有意であった。多くの場合以上

のような諸点を勘案すると，ここでの反政府デ

モは，政治的リスクとしては比較的managea-

bleなものであるということができるかもしれ

なし、

⑨クーデター (Coupd'etat)は，中学校入

学率，テレビ保有台数などでみて，社会文化的

に極めて遅れている状沈下で起こっている。政

治的にも，デモクラシーの進躍度合で見て，極め

て後進的である状況下で起こっている。同様に

一人当り GDPをみるとく発生したグループ>

のそれが614ドルであるのに対し，く発生しな

かったグループ〉のそれは19日ドルとなってい

る。このように経済的にも，クーデターは経済

発展が初期にある状況下で起こり易くなってい

ることが窺われる。加えて，クーデターが発生

するのは，経済が長期的な成長トレンドから領

期的に大きく下方に屈折するような状況である

というようにいえる。 GDP成長率はマイナ

ス3.5%(く発生しなかったクツレーフ。>の平均:

2.7%)， GDP成長率の長期トレンドからの事

離マイナス5.8%(同じく，マイナス0.5)であ

り，それぞれ統計的に有意であった。しかしな

がら， Sullivan [39: 139Jのように， rクーデタ
ーによる政権は一般的に明確な経済・政治的信

条を持っているわけではなく，むしろ法と秩序

の維持・田穫を図ろうとしようとするものであ

るJとの見方もある。その意味では，国際ビジ

ネスにとってとりわけ間変数がもたらすリスク

の程度・範盟なと、については慎重・冷静な評価

が要請されよう。

3 2 -3.要約

9つの政治 1)スク・イベントは， ここで分析

したようにそれぞれ異なった社会・経済・政治

的状況において発生しており，それらを一括し

て政治リスクとして分析・評錨し，論じること

は必ずしも適当とはいえない。それぞれの政治

リスク・イベントは，発生の背景も，また発生

した場合に国際ビジネスに及ぼす影響も，先述

したKennedy[27 : 7Jの政治 1)スクのマトリッ

クスから窺い知れるように，それぞれが異なっ

て現れるからである。

4.政治リスクと経済・社会・政治の発展

4 -1 -1. Linearityの問題

計量モデルでカント 1)ーリスクの評価を行う

とか，基礎データを定量的に把握しカントリー

リスクスコアを導出するような場合の多くは，

各リスク項目と(最終)評点を線形的 Oinear)

に関連づけている[井上， 1:181]1ヘ例えば，

一人当り GDPが増加すればそれに比例して留

際ビジネスに関わるカントリーリスクの程度が

16)例えばHaner[24: 214]では，純粋定量分析 (pur巴
quantitative analysis) の例として N鉱山nal
City BankのCountryRatingが紹介されている。
そこでは，一人当りGDPはリスク評価に対し線形
的な関係として認識されている。
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[18]4.1] 政治リスクの脊祭に関する統計約検証
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低下するというものである。他方，質問状を醤際

金融や留擦ビジネスの専門家に送付し，回収結

果をデルファイ法などで加工するやり方では，必

ずしも両者の関係を単純に線形的に捉えている

わけではないことが知られる。一人当り GDP

のカントリーリスクあるいは政治リスクの性

向 (propensity) をみれば，以下のように

(J B R 1の評価結果でも)一人当たり国民所

持水準1000ドルをピークにしてリスク性向が高

まるという，逆U字型の非線形の評価結果が得
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られている(図4.1.1-4.1.6)(図ではリスクが

高い之江リスク評価が低いため.U字型となる)。

JBRIのカントリーリスク評価は，上記の

うち後者の専門家に対する質問状による回答を

基礎データとしたものである。そのJBRI評

価におけるr(カントリーリスク)総合評点J
および広義の政治リスクに関わる「社会不安定j.

「政権安定度j.r政策継続性j.r戦争危酸性j.
f国際信頼性Jのそれぞれの変数と経済の発麗

度合を表すと考えられる一人当り GDP(説明
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[殴4.2] 政治リスクと経済・技会・政治の発展
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変数〉との閉で回帰分析を試みた。単回帰分析

では，決定係数は全体として低いが，とりわけ

「戦争危険性」や「政策継続性」においてはそう

であり，それらのリスクは一人当り GDP水準

とは殆ど連関性を持たないと結論主れる。「社

会不安定jなどのその他要素については，それ

らの決定係数は概ね0.2-0.3前後であった。そ

のなかでも「政策継続性」は線の勾配が限りな

く水平で、あり(ロパラメータ値がOに近く)， 

これも経済発展の度合とそのワスクは連関性が

希薄で、あると理解される。

詞図には，それらリスク要素と一人当り

GDPとの間の非線形近似線も参考のために表

示しである。経済成長の初期の段階では，その発

麗に伴い「社会不安定度jなどの政治リスク評

点が上昇(評価者によって認識された発生可能

性の確率が低下)する。しかしその後GDPper 

capita (log) =3.0，すなわちUS$1000寝度の

レベルに向かつて悪化に転じる。さらにその後

に，再びリスク評価は改善する。つまり，評価

者は経済発展のレベルとカントリーリスク，ある

いは政治リスクとの関連を単純に線形的なもの

として捉えていないということが知られる 1九

これは一般の計量化されたカントリーリスク

評価モデルの(フレームワークの)多くとは異

なっている。

4… 1… 2. 経済発展とそのVolatilityおよび

Income Inequality 

経済発展のプロセス Ctake四off段階)で経

済成長率が高まることが予期されたが，本分析

17)井上[1]の実証研究では海外夜接投資に隠わるカン

トリーリスクと，関際金融貸付iこ関わるカントリー

1)スクとでは，それらと a人当りGDPとの関係が

必ずしも一様ではないとの結巣が得られている。

(FDIに関わる)N ationalization riskにおいては

一人当り GDPでみて US$ 700-800でピークに達

するが，逆に CInternationalBank Loan.こ関わ

る)Default riskについては同じ一人当り GDP
でみて US$ 700-800の水準でボトムに達すると結

論されている。

ではその関係は確認できなかった18)。しかし，

一人当り GDP1000ドル程度の段階では，経済

成長率でみた経済のボラティリティ=変動幅が

拡大することが確認された(臨4.2.1)。その変

動幅の拡大するサンフ。ルで、は向時に，年間ベー

スの平均成長率でみるとその平均成長率が高い

グループと極めて低い(マイナス成長)グルー

プにニ極イとしていることも知られた(国4.2.2)。

換言すると本分析のサンフ。ルでは経済発展に伴っ

て，当面は成長率が大きく変動し易く，極めて

高い成長を達成し続けJI頃謂に発展していくとこ

ろと，逆にその段階で成長率が大きく下方に窟

折していく菌のグルーフ。とに分けられるという

ことである。そして後者の場合に，ゼネスト，反

政府デモ，政権危機など広範到の政治リスク・

イベントが多発し易くなる(表4.1)。

経済発展と所得分配の不平等との関係は，旧

くて新しい経済学の研究課題ででもある。所得

あるいは厚生に関するinequalityの尺度として，

ジニ係数 CGiniCoefficient; Gini inequality 

measure)を使用することについての論点は多

いが(巴.g.，Creedy[16:1l-36J)，少なくとも

本分析の中では，経済の発躍に伴って，所得分

配の不平等は一人当り GDP1000ドル程慶の段

階まで，高まっていく(図4.2.3)。その状況は，

成長率のボラティリティの高まりと共に，政治

不安定の状況を醸成し易いと想像される肌ヘ

18) (1) Y=1.0483-0.5001X. r' =0.0185 (2) Y= 

1.9391-1.1019X +0.099X' r' =0.0188。ここでは，

Y: GDP growth rate. X: GDP per c丘plta

Clog)。
19) Muller[32:137Jは，経済発展は都市中間層・労働者

!習の培大やデモクラシーの発援をもたらすが，その

デモクラシーの発展と所得分配の不平等とは

“Inverted U-curve relationship"の関係である，

と述べている。しかし.Crensha w [17: 102JはGini

Coefficientなどの inequalitymeasureが彼の計

量分析のなかではdemocraticright (従属変数)
を統計的に有意な程度で説明できないとしているO

Barro[12‘69Jも，その計量分析の結果として，そ

の本質的な関連性とは別lこ，データの“highlyinac-

curate"な性格から所得分配の不平等とデモクラシー
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〔表4.1] 経済成長率(ボラティリティ)と政治リスクイベント

題名 年成平(平長均均経率)請 年(標成平準均長種経率差書) 暗殺 ゼネスト ゲ1):;目 政権危機ノマージ
1M!争

暴動 革命 反政府 クーデター合計デモ

lran-Islamic Rep 4.1255 11.4408 2 。 2 。 2 。 2 。 9 
Mozambi司ue 3.4971 9.4409 。。 8 。。。 8 。。 16 
Gabon 1.6364 8.9841 Q 。。 O 。 4 4 。 宮

Argentina -19167 15.4670 15 。 6 。 5 17 。 45 
Peru 1.9827 8.7159 24 12 12 6 。 4 5 4 。 67 
Congo 2.7282 9.9892 。。。。。 2 。 4 
Poland 時2.8157 6.8593 11 。 4 2 17 。 59 。 94 
Bulg乱na -4.9371 8.2264 。 6 O 3 3 7 6 。 26 
Czech R君public -8.1433 6.7327 。 。 3 2 4 18 。 29 
(注)年平均経済成長率(平均)の上位10ヶ国及び下位10ヶ国摘出し，そのよで年平均経済成長率(標準偏差)が6を上
回る障をよ記に掲載。

4 -1… 3. 経済発展とAspirationおよび

Democracy 

経済の発屡は他方で，初等教育の普及やメディ

アの発展などを通じて国民一般を閉ざされた世

界から，外的世界に向かつて解放していくこと

になる21)0 Crenshaw [17:83Jはmodernization 

のなかで，産業の発達が都市化を促進し，また

そうした集中化が盟民の多くをマスメディアに

晒していくことになると述べている O このよう

に経済発展につれて国民のaspiration(=将来

に対する熱望)は高まっていく(図4.2.4)。そ

れに符合して伝統的な文化や政治のシステムが

との関に関連性の重姿さは見出せなかったとしてい

るo

20) Oshegale[34:52Jは. MNE (多国籍企業)の海外

直接投資に関わる政策決定は投資受入国の政治不安

定(人的・物的財産への損害をもたらす)や(例え

ば外資法に関する)政策の変更によって影響される

と述べているo また.Ingram[26: 3 Jは投資受入

国政府のMNEIこ対する反利益的 Cadverse)な政

策変更はE室内経済の不安定性に関連していることを
分析のなかで確認している。ここでの分析では，

<経済の不安定性>と<政治の不安定性>との緊密

性が実証約に例示されている。

21)本稿では modernizationと自conomicdevelop句

ment はほぼ同義的に使用されている (see.

Taylor/Plint [40 : 218-219J。

大きく変容することにもなってくる。

また経済発麗にともなって，一般的にはデモ

クラシーの成熟が促されていく。しかしその両

者の関係は決して線形的な関係ではない。付

しておけば， Barro[12:59-60J はpolitical

rightで誠られるデモクラシーがper capita 

growth rate of GDPで減られるeconomicdか

velopmentに及ぼす影響について計測している

が，それは逆U字型で，民主主義の発展のある

段踏まで成長率は高まるがその後成長率は低下

するという推計結果を得ている。

M uller [32: 145J もincomeinequalityがde-

mocratizationを妨げ，またこのネガティブな効

果が経済発展の中関段階 (at intermediate 

levels)にある国においては，デモクラシーを

さらに高めるというより低下させるというpar-

adoxicalな傾向が見られると述べている。さら

に続けて， rこうした国(=経済発展の中間段
階にある国)では経済発麗のレベルが(自らに

比べて)低い，あるいは高い国よりも，所得分

配不平等の程度が高いがゆえに，その後におい

てデモクラシーの著しい後退を経験する確率が

まるJとも述べている。一人当たり GDP

1000ドル程震の段階まで，その成熟化は明瞭で

あるが，その後は政治的な発展は一つの屈折点
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を迎えることになる(国4.2.5)。

4 1 -4. Knudsenモデルの検証

経済成長率(年平均)のボラティリティが高

いなど経済発展が不安定ななかで，デモクラシー

の成熟など政治システムの発展が相対的に遅れ

るような状況下では(図4.2.6)，国誌のFrus

tration (欲求不満)が政治的示威行動となっ

て現れ，政治状況が不安定に臨り易くなる O

Knudsen [28Jは， Davis [18JのFrustration-

Aggression理論を援用し， Aspirationのレベ

ルと Welfare/Expectationのレベルの間の格

差が拡大すればFrustrationが盟民の間で拡大

し，政治の不安定が発生するというモデルフレー

ムをEcologicalModelとして構築し，中南米

21ヶ留をサンプルに実証分析を行っている O

Knudsenlま幾つかの変数に，因子分析 (factor

analysis)を実行して，Aspirationsおよび、Wel-

fare/Expecta tionsを現す合成変数を作成し，

分析に利用しているm。本稿ではKnudsenの

Ecological Modelをやや単純化して本分析の

サンプル (LDCs会80ヶ盟)に適用し，再検証

してみた。そこでは， Aspirationsをテレど保

有台数で代表させ，またWelfare/Expecta tions 

を一人当り GDPで代表させて検討することと

した(表4.2および前掲，表3.1)。結局，先の分析

22) Knuds告nモデルでは Aspiration-Welfare / 
Expectationのギャップの拡大が Frustration
levelを高めることを通じて，政治リスクを高める
というものである[2針。 Knudsen自身はそれぞれ
のAspirationおよび Welfare/Expectationを以
下のような変数で代理させている。 C1 ) 
Aspiration CDaily Newspapers; Radios; Litera-
cy; U rbanization = Distribution of population 
by urban / rural residence; Resources = Aω 
bundance of natural resourcesニ agricultur丘l
land. fuels. and mineral resources other than 
fuels; Unionization)o (2) Welfare CInfant mor-
tality; Calories; Physicians = Hospital beds; 
Water supply; P巴rcapita GNP)o (3) Expecω 
tation (Percentage change in per capita GNP; 
Gross investm日ntrates)。

(3 2-1)の結果などから判断すれば，こうした

そデルが当てはまるのはゼネストや反政府デモ

のケースであろうと推測される。そしてKnudsen

の分析対象とした中南米主要国の殆どが，先の

(2-2)で言及したくCluster3>，くCluster8>，

くCluster9 >に分類されるなど， (偶然に)こ

うしたゼ、ネストや反政府デモといったりスクイ

ベントを:=tなリスクの発現形態としていた。しか

し， KnudsenのEcologicalModelは，その勉の

リスクイベント，あるいはその{也のリスクイベ

ントを主たるリスクの発現形態とするような

(eg.，他地域の)サンプルのリスク評価にあたっ

ては，必ずしも普遍的な説明力を持っとは苦い

難い。

またFrustration側Aggression理論の概念はト

レンドとしての長期経済成長率 (aspiration 

levelを形成する)と足元の経済成長率 (wel-

fare/expectation levelを規定する〉との事離

という観点からも把握可能であろうO しかし本

積の分析では，経済成長率の長期トレンドから

のjjE離と，政治不安定との間には必ずしも明確

な統計的関係は確認できなかった(閣4.2.7)。

また，年平均成長率のボラティリティ(vola-

tility)と政治ワスクとの間にも直接的な関係

は確認できなかった(関4.2.8)。

4 -2.要約

経済発援に伴う国民の意識の高揚とデモクラ

シーの成熟度合などは，経済が発展するにつれ

て，必ずしも線形的に発展していくわけではな

L 、。一人当り GDPで見て約1000ドル前後の水

準で政治リスクが高まり易く，その水準をピー

クにした非線形性をもっ(図4.3.1…図4.3.9)。

この点は学問的研究や国際どジネスの実践的評

価においてそれらの関係が線形的であると捉え

られていることに問題を提起することになっ

た却。加えて共に非線形的な関連性を示すとは

23) r伝統的に政治学や経済学の世界では悶家の社会経
済的な発展と政治的な発漢は linearlyな関係であ
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[表4.2]ξcologicalModel 

Aspiration Welfare Expectation 

識字率 新聞(p告r1000) ぅジオ(戸rl胸) 都市人口比率 乳幼児死亡率医者(per1側) GNP perゅぬ oPp.c.(%grw) 縦滋(%GDP)

識字率 1.00000 0.45473 0.56761 -0.62539 0.78443 司0.59936 -0.28888 -0.0082 凶0.17938

。司0000 0.0019 0.0001 0.0001 0.0005 。‘0001 0.0006 0.9246 0.0374 

144 44 142 144 15 51 136 136 135 

新潤(per1000) 1.00000 0.28282 心25711 0.44105 同0.28822 -0.25031 0.01649 句。21927

0.0000 0.0001 0.0001 0.0001 む0122 0.0001 0.7806 0.0003 

288 288 276 116 75 288 288 263 

ラジオ(per1000) 1.00000 -0.50895 0.60667 -0.43024 -0.27436 位。05288 -0.19671 

0.0000 0.0001 0.0001 0.0001 0.0001 0.1715 0.0001 

758 738 219 192 670 670 693 

都市人口比率 1.00000 -0.65642 0.66971 0.52264 0.00437 0.09918 

0.0000 0.0001 0.0001 0.0001 0.9112 0.0068 

上段correlationcoeficient 825 292 194 655 655 744 

中段:t-value

乳幼児死亡率 下段:n祖mber01 sample 1.00000 ー0.61142 句0.45985 -0.0162 目。.39392

0.0000 。‘0001 0.0001 0.8163 0.0001 

324 59 208 208 261 

医者(per1000) 1.00000 0.45756 心01922 0.26853 

0.0000 0.0001 0.7962 0.0003 

198 183 183 180 

G NP per capita 
回 I~叫叫 Need S山 f叫 onand Revolution 

110・vis08:63i 1.00000 0.07242 0.33609 

0.0000 0.0608 0.0001 

::;..- I I r.;芯可否芯;fi 671 671 614 

Gl¥P per capita(%grw) ¥ .• ~グダY ¥件| 1.00000 0.06726 

0.0000 0.0959 

671 614 

国内総投資(ofGDP) 1.00000 

0.0000 

778 

(注)Aspiration， Welfare， Expectationを代表する変数はKnudsenに依拠。
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G D P per eapitaと敬治不安定①[~4.3] 
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[表4.4] G 0 P per capitaと政治不安定

500 600 700 800 900 1000 1100 1200 1300 1400 1500 1600 1700 1800 1900 2000 

(*) si即 ificancelevel <5首
GDP per capita (US$) 

いえ，海外臨接投資 (FDI)におけるリスクと

国際金融におけるリスクの一人当り GDPに対

する関係は対照的であるとの指摘もある[井上，

1 :285J。
また，一人当り GDPとの間で偲々の政治リ

スク・イベントの発生状況をみると，一人当り

GDPの低い方から，クーデター，ゲリラ闘争，

革命，暗殺，ゼネスト，暴動，度政府デモ，ノfー

仏政権危機のJI出となる(表4.4)。先のClus佃

ter分析で，それら政治リスク・イベントは三

つのClusterに分けられたが，その際の分析の

く第 2Cluster>に含まれたイベント(=暗殺，

ゲリラ闘争，革命，クーデター)は， ここでは

一人当り GDP1300ドル以下の範割に集中して

起こっている。そしてそれらこそが，これまでの

分析で明らかにしたように，国際ビジネスの担

い手にとっての最も危険視される政治リスク・

イベントであった。とすれば，一人当り GDP

で1300ドル程度までの国への海外直接投資や国

際金融貸付，また国際証券投資の実行に当って

は慎重なリスク分析，またリスクヘッジの手段

が検討されておかなければならない，といえよ

つ。

【本研究は平成11年度聖子村基金プロジェクト研究費を受

けている1

ると考えられてきたj(Leb1ang [29: 113])が， しか

しLeb1angは「経済的発展(告conornicdeve1op-

rnent)，政治約発展，および経済成長 (econornic

growth)は紹互に“thefully specified non1inear 

re1ationship"であることを実証している [29:121]。
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